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（参考２－１） i-Construction推進体制とサポートセンター
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地方ブロック i-Construction 地方協議会 サポートセンター

北海道
北海道開発局i-Construction推進本部
ＩＣＴ活用施工連絡会

i-Constructionサポートセンター
（北海道開発局事業振興部 011-709-2311）

東北 東北復興i-Construction連絡調整会議
東北復興プラットフォーム
（東北地方整備局企画部 022-225-2171）

関東 関東地方整備局i-Construction推進本部
ＩＣＴ施工技術の問い合わせ窓口
（関東地方整備局企画部 048-600-3151）

北陸 北陸ＩＣＴ戦略推進委員会
北陸i-Conヘルプセンター
（北陸地方整備局企画部 025-280-8880）

中部 i-Construction中部ブロック推進本部
i-Construction中部サポートセンター
（中部地方整備局企画部 052-953-8127）

近畿 近畿ブロック i-Construction推進連絡調整会議
i-Construction近畿サポートセンター
（近畿地方整備局企画部 06-6942-1141）

中国 中国地方 建設現場の生産性向上研究会
中国地方整備局i-Constructionサポートセンター
（中国地方整備局企画部 082-221-9231）

四国 四国ＩＣＴ施工活用促進部会(仮称）（H29.4予定）
i-Construction四国相談室
（四国地方整備局企画部 087-851-8061）

九州 九州地方整備局 i-Construction推進会議
i-Construction普及・推進相談窓口
（九州地方整備局企画部 092-471-6331）

沖縄 沖縄総合事務局「i-Construction」推進会議
i-Constructionサポートセンター
（沖縄総合事務局開発建設部 098-866-1904）

産学官が連携・情報共有し、各地域において建設現場の生産性向上に取り組むため、i-Construction
地方協議会を構築
i-Constructionの相談窓口として各地域にサポートセンターを設置



（参考２－２）建設機械関係の補助金・低利融資・税制優遇制度活用の見込み
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【補助金】（対象：ICT建設機械）
省エネルギー型建設機械導入
補助事業

【融資】（対象：建設機械本体）
環境・エネルギー対策資金（排
出ガス・地球温暖化対策）

【融資】（対象：後付けICT機器）
IT活用促進資金

【税制】（対象：すべての機器）
中小企業等経営強化法

＜支援措置＞ ＜活用の見込み＞

H29.7時点
余裕あり

十分な
余裕あり

十分な
余裕あり

十分
見込みあり

• 予算額：14.1億円

• 執行率：12.7％

• 毎年度概ね使い切り

• 昨年度：167件

• 今年度：38件
• 毎年度、年度末まで

枠に余裕がある。

• 昨年度：総数3062件

（内建設業）56件
• 建設業が活用する余

地は十分あり

• 昨年度：建設業の経
営力向上計画認定
1000件以上

• 枠もなく、建設業の適
用事例も数多い

※H29.7.28現在

※H29.7.27現在



（参考２－３）：建設機械関係の「補助金」①

省エネルギー型建設機械導入補助金

期 間 ～H30.3.14

利用できる方 民間企業等（民間企業、その他の法人（独立行政法人を除く）及び個人事業主）

対象設備

・国土交通省策定の燃費基準値を超える（3つ星以上）燃費性能を有する排出ガス四次規制
（2011年、2014年）に適合した油圧ショベル、ブルドーザ又はホイールローダ

・『ハイブリッド機構』、『情報化施工』又は『電気駆動』等の先端的な省エネルギー技術が
搭載されていること

・執行管理団体に設置する有識者委員会で審査決定された型式

補助率
補助率：補助対象車両の購入価格と基準価格の差額の定額または2/3
補助上限額：300 万円

その他
H29年度予算案：14.1億円（前年度18.0億円）
※H28年度実績は768件で、毎年概ね年度末頃に予算枠に達する。

制度紹介HP http://www.eco-kenki.jp/

【手続きの概要】 販売業者が通常は代行してくれるので相談可能

ICTを搭載した建設機械の購入に際して上限300万円の補助金が利用できる。
手続きは通常は販売業者が代行する。
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（一般）製造科学技術
センターHP
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（参考２－３）：建設機械関係の「補助金」①



国税、地方税の減免をうけるために「経営力向上計画」の認定を受ける必要がある。
手続きは「経営革新等支援機関」（銀行や商工会等）に相談できる。

中小企業等経営強化法

期 間 ～H31.3末

利用できる方 中小企業（資本金1億円以下）、個人事業主 ※経営力向上計画の認定

対象設備
160万円以上の機械及び装置であること

経営力向上計画に基づき取得する新規の機械装置（生産性が年平均1%以上向上する設備等）

優遇内容
固定資産税

固定資産税の課税標準を 3年間1/2に軽減

そ の 他
＜その他の支援措置＞
（法人税）中小企業経営強化税制に基づく法人税減免（別途紹介）

（金融）政策金融機関の低利融資、民間金融機関の融資に対する信用保証、債務保証等

制度紹介HP http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

【手続きの概要】

利用する支援措置（税制・金融）に
応じて、その提供者（経営革新等
支援機関）に相談可能

後述の中小企業経営強化
税制で詳説
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（参考２－４）：建設機械関係の「税制優遇」のための経営力向上計画①



（参考２－４）：建設機械関係の「税制優遇」のための経営力向上計画①

（参考）経営力向上計画認定申請書類のポイント

建設業分野に係る経営力向上に関する
指針（※） より

第２ 経営力向上に関する目標

２ 経営指標（労働生産性（以下のいずれか）

①労働生産性・基本
・ （営業利益＋人件費＋減価償却費）÷労働投入量（労働
者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）

②労働生産性・推奨
・ （完成工事総利益＋完成工事原価のうち労務費＋完成
工事原価のうち外注費）÷年間延人工数

③労働生産性・簡易
・ （完成工事総利益＋完成工事原価のうち労務費）÷直庸
技能労働者数

３ 経営目標（労働生産性伸び率）
３年間の計画の場合 １％以上
４年間の計画の場合 １．５％以上
５年間の計画の場合 ２％以上

１ 計画期間
3年ないし5年

6



（参考）経営力向上計画認定申請書類のポイント

建設業分野に係る経営力向上に
関する指針より

第３ 経営力向上に関する事項
１ 経営力向上の内容及び実施方法
に関する事項

一 人に関する事項
イ 教育訓練の充実
ロ 生産性向上に向けた複合工育成
ハ 従業員の処遇改善

二 財務管理に関する事項
イ 原価管理の高度化

ロ 社内業務の効率化

三 営業活動に関する事項
イ 年間受注計画の策定
ロ 適正な利潤を確保した受注

四 新技術・工法の積極的導入
イ ＩＣＴ施工の実施、コンクリート工におけ

る生産性向上技術の活用等、ｉ －Ｃｏｎｓｔｒｕ
ｃｔｉｏｎの推進
ロ ＮＥＴＩＳを始めとした新技術・新工法等
の導入

ア 一(イ)
中堅社員を中心に講習会への積極的参加をさせて知識技術を習得させ、社内
講習により若手社員にも知識技術を習得させる。

イ 四(イ)

3次元設計ﾃﾞｰﾀを入力することでﾊﾞｹｯﾄの自動停止制御等ICT技術を活用したｵﾍﾟﾚｰ
ﾀ支援機能を搭載しているため、高精度で効率的な施工が出来るとともに、丁張
作業を省略できることから、作業員の負担軽減とともに安全性が確保できる。

ア 従業員教育訓練費

イ 経営力向上設備購入

イ 経営力向上設備購入

自己資金

融資

補助金

1,000

21,500

4,000

ICT建機（型式名●○）

3D点群ｿﾌﾄ（商品名●○）

ICT建機（型式名●○）

3D点群ｿﾌﾄ（商品名●○）

24,000

1,500

1

1

24,000

1,500

ｿﾌﾄｳｪｱ

1

1

24,000

1,500 7

（参考２－４）：建設機械関係の「税制優遇」のための経営力向上計画①



（参考２－５）：建設機械関係の「税制優遇」

中小企業経営強化税制／

期 間 ～H30.3末

利用できる方 中小企業（資本金1億円以下）、個人事業主

対象設備 機械装置(160万円以上)→建設機械等、ｿﾌﾄｳｪｱ(70万円以上)、
器具備品・工具(30万円以上)→測量機器等、建物付属設備(30万円以上)

最新設備を導入する場合（A類型）
利益改善のための設備を導入する場合（B類型）

優遇内容 個人事業主、資本金3千万円以下 即時償却又は税額控除10%
資本金3千万円超1億円以下 即時償却

対象設備要件

＜対象設備の要件＞

A類型 最新モデルであること、生産性が年平均1%以上向上していること

B類型 投資利益率が5%であること

制度紹介HP http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

【手続きの概要】 主務大臣

中小企業経営強化法の手続き

設備のメーカーの所属する
団体が証明書を発行

「経営力向上計画」の認定により、固定資産税減免の他、法人税減免を受けられる。
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（参考２－６）：建設機械関係の「融資」

（株）日本政策金融公庫
環境・エネルギー対策資金

（株）日本政策金融公庫
ＩＴ活用促進基金

期 間 ～H30.3.31 ～H30.3.31

利用できる
方

中小企業（建設業：資本金3億円以下または従業員
300人以下）、個人事業主

中小企業（建設業：資本金3億円以下または従
業員300人以下）、個人事業主（賃貸業は対象外）

貸付限度 中小企業事業：7億2千万円、国民生活事業：7千2百万円

貸付期間 20年以内

貸付対象と
貸付利率

各環境対策型建設機械の購入
・排出ガス対策型建設機械：基準金利
・オフロード法基準適合車：特別利率②/Ｂ

（2014年規制）、基準金利（2011年規制）
※130～560kw帯は2014年規制のみ特別利率①/Ａ

・低炭素型建設機械：特別利率①/Ａ
・燃費基準達成建設機械：特別利率①/A
貸付金額が4億円を超える場合は、基準金利。
※新車で販売中のICT建機はオフロード法基準適合車です。

低炭素型建設機械、燃費基準達成建設機械の認定の有
無はﾒｰｶ等にご確認ください。

情報化施工機器の購入・賃借
・貸付対象は、ＭＣ／ＭＧ機器やＴＳ／ＧＮ

ＳＳ等の情報化施工機器と取付改造費とな
ります（建設機械本体は含まれません）

・基準金利

中小企業事業：基準金利1.3%、特別利率①0.81%、特別利率②0.56%、特別利率③0.31%
（5年超6年以内、平成29年5月）標準的な利率のため詳細は制度の窓口にお問合せ下さい。
国民生活事業：基準金利1.81～2.40%、特別利率Ａ1.41～2.00%、特別利率Ｂ1.16～1.75%、特別利

率Ｃ0.91～1.50%
（担保不用の貸付、平成29年5月）標準的な利率のため詳細は制度の窓口にお問合せ下さい。

その他 ※H28融資件数→167件と広く利用されており、予算上
も十分余裕がある。

※H27融資件数→全部で3062件中建設業56件とい
うことで、建設業として活用の余地は多分にある。

制度紹介HP
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku.
html

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsikin_m.html

※正確なところは、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。 9



（参考２－７）：建設機械関係の優遇措置の適用実例

資金調達事例

生産性向上設備等 設備金額
（千円）

利用可能な支援措置 支援措置額
（千円）

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ
(3DMC 0.8m3)

22,000～27,000 省エネ建機補助金 ▲3,000（最大）

法人税減免 ▲7,200
情報化施工建機
（2DMG
0.8m3ﾊﾞｯｸﾎｳ）

14,000～17,000 省エネ建機補助金 ▲3,000（最大）

法人税減免 ▲4,200

点群処理ソフトウェア 1,500～2,500 IT導入補助金 ▲1,000（最大）

法人税減免 ▲150
3Dﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ 7,000～20,000 法人税減免 ▲2,000～6,000
GNSSﾛｰﾊﾞ 2,000～5,000 法人税減免 ▲600～1,500
ﾄﾞﾛｰﾝ 500～4,000 法人税減免 ▲150～1,200

（一例）
・ICTﾊﾞｯｸﾎｳ（2,500万円）
・点群処理ｿﾌﾄｳｪｱ（200万円）
・ﾄﾞﾛｰﾝ（200万円）
・GNSSﾛｰﾊﾞ（300万円）

合計 3,000万円

支援措置により
▲840万円

実際の負担
2,360万円

政策金融公庫の基準金利1.3％
返済10年：総額2,518万円
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（※）法人税、法人住民税等の実効税率（約3割）×即時償却


